
韓国の非正規労働者保護法と労働運動

一 龍谷大学社会科学研究所月例研究会 （２００８年 １２月）報告 一

脇 田 滋

（文責）

１．２００８年 １２月 １９日 （金）、深草学舎紫英館第

１共同研究室で、「韓国の非正規労働者保護法 と労

働運動 －日韓比較の視点から「一をテーマに、韓

国労働研究院か ら労働問題の専門家である股秀美

（ウン ・スミ、???） 博士と、労働法の専門家

である朴済晟 （バ ク ・ジェソン、???） －博士 と

いう、若い世代の二人の研究委員を招いて、社会

科学研究所 としての例会 を開催 し、１７時 ３０分か

ら２０時過 ぎまで、熱心に質疑 と討論を行った。

国の研究者のなかでも代表的な論者であ り、著書

や論文を数多 く公刊 している。まだ若い世代に属

するが、豊富な調査分析を基にして問題点を明快

に論 じる女性研究者 としてマスコミにも頻繁に登

場 している。当日の報告は、非正規労働が増大す

るなかで韓国の労働運動が直面している状況 と新

しい方向について、説得力のある数字と資料をも

とに分か りやす く解説するものであった。その内

容は、以下のように要約することができる。

韓国では １９９８年 ＩＭＦ危機以降、雇用状況が悪

化 し、 日本 よりも一歩早 く非正規雇用が急増 して

きた。とくに、新 自由主義的経済政策の結果、「社

会両極化一 と呼ばれる格差と貧困の広がりが深刻

化 している。この状況は近年の日本 ときわめて類

似 してお り、共通点が多い。ただ、韓 国では、

２００６年に盧武鉱政権下で激 しい論議を経てではあ

るが、「非正規労働者保護法」が制定され、また、

長期の労働争議を含めて非正規労働者の運動が展

開されている。これ らの点では日本とは大きな違

いを示 している。こうした韓国の最新の動向につ

いて報告 を受け、日本 との比較 を意識 しながら、

今後の課題や方向について率直に意見交換するこ

とが、研究会開催の目的であった。

２．第 １報告 股秀美(ウンスミ)（韓国労働研究院 ・研究

委員）「労働運動 と連帯一

股秀美(ウンスミ)博士は、非正規労働問題を専門とする韓

（１）非正規労働者 の労働争 議

・韓国の労働争 議の特徴 は、２０００年代以 降、非

正規労働者 と中小零細事業 場の争議が増加 してい

る こ とで あ る。労 働 争 議 の推 移 （１９９６一 ２００８）

を見 る と、２０００年代 に、３００人未満の事業場 での

争議が増加 し、２００４年 には約 ７０％ に達 している。

・非正規 労働者 の労働争 議 では、間接雇用 の労

働争議が 目立 ってお り、２００８年 ９月の時点で争議

全体 の ２０％ に及 んでいる。貨 物連帯等の特殊形態

雇用、 解雇労 働者 の争議、１日８時間以下 を除外

して、 非正規労働争議 の主 なものを、① 争議事業

場 ・労働組 合、② 争点 、③ 発 生 日で整理 す る と、

次 の通 りである。すなわ ち、（１）① キ リュ ン電子、

②派遣労働 者の直接 雇用、③ ２００５．０８．２４、（２）① イー

ラ ン ド ・リテール、② 外注化撤 廃、直接雇用、③

２００７－０ぴ１７、 （３）① ニ ュ ー コア、② 外 注 化 撤廃 、

直 接雇 用、③ ２００７－０６－２３、 （４）① コスコム、②外

注 化 、違 法 派 遣、③ ２００７－０９－１２、 （５）① ドル コ、

② 非正 規 支 部 元 請 の 使 用者 性 認 定、 ③ ２００７－１１一
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３０、（６）① ガンウォンランド、②協力会社労組賃

金交渉、③ ２００８－０１－２０、⑦ ① ＳＨ公社管理員労組、

②委託管理、③２００８－０４－ｌｌ、（８）①民主連合労組ジョ

ンロ支部、②賃金交渉、ロックアウ ト、③ ２００８－

０⑥２７、（９）① プサン地域一般労組ジョンファ支部、

②委託契約反対、③ ２００８－０７℃７である。
・最近の例 として、江南聖母病院の派遣看護助

務師をめ ぐる事件を挙げることができる。同病院

は、警備、清掃 ・環境整備、患者給食、駐車管理、

看病人、運転、「親切サービス一、施設管理、洗濯、

保安、消防等に続 き、看護補助 も外注化 した。最

初 は、正社員であったものを有期契約に転換 し

（２００４）、さらに派遣に転換 し （２００６．１０．０１）、２年

を経過して解雇 した （２００８．０９．３０）。中間搾取とも

言える労働者派遣料の内訳は、退職積立金、４大

保険料、賃金債権、障害者分担金、履行契約保証、

福利厚生費、一般管理費、付加価値税等 という名

目で約 ２０－３０％が控除されている。

・２００８年 ９月、保健医療労働組合へ加入、テン

ト座 り込みス トを開始 し、２００８年 １１月 ７日、ソ

ウル中央地方法院民事 ５０部は、「『絶対禁止業務』

への派遣は、違法派遣であ り、直接雇用義務があ

る一 という判決を下 した。

（２）組織化の死角地帯とその原因
・労働組合の組織化では、非正規労働者が 「死

角地帯一になっている。２００７年の労働組合組織率

は全体で １２．１％である。正社員は １６．０％であるの

に対 して、非正規労働者は５．１％となっている （経

済活動人ロ付加調査）。企業規模別の組合加入で

は、３００人以上の事業場で４１．７％であるのに対 し

て、１００－２９９人の事業場で ２９．１％、１００人未満事業

場では９．１％と企業規模問格差が大 きい。 とくに、

不安定雇用層 として、賃金労働者と自営業者の間

のグレーゾーンや、就業準備者及び失業者が増え

てお り、組織化の死角地帯にいる。

・組織化の死角地帯が生まれる原因としては、

まず第 １に、労働組合が地域労働組合、女性労働

組合等の新 しい組織化の類型を開発することに失

敗 したこと、５～９９人規模の零細事業場やグレー

ゾーンにある労働者を組織化する方法をまだ見い

だせていないことを挙げられる。第 ２に、正社員

２００８ Ｎｏ．３９

や企業内部にいる者を中心 とした企業別労使関係

を挙げることができる。これは、労働市場 と制度

的に対応せず、閉鎖的な組合運営が特徴であり、

正社員の組織率低下や市民運動 と労働運動が分離

することにつながっている。第 ３に、深刻な政派

間の葛藤 を挙げることができる。従来の 「理念的

政派」から 「縁故的政派」への移行 と、非現実的

な「鮮明闘争一と呼べる長期争議事例が増えている。

・とくに、正社員 一非正規労働者間の連帯の経

験及び制度 （文化）における脆弱さを指摘で きる。

１９９７年 のⅠＭＦ効果 として、競争言説の活性化、

緩衝 装置 としての非正規労働、正社員が平均勤続

年数 ５年 と不安定であ り、年功型賃金、差別に対

する認識の不足 （企業規模別の格差は当然 という

意識）など連帯を阻む要因があり、それを増幅す

る法 ・制度の問題 も指摘できる。

・さらに、否定的な連帯経験が蓄積 されている

ことも指摘できる。金属労組では非正規労働者が

組合員の２．５％に過 ぎず、間接雇用労働組合へ別

途加入 してお り、保健医療労組では直接雇用の非

正規労働者が多いが組合員の８．５％にとどまって

いる。産別組合 も正社員中心である。また、企業

レベルでも正規 一非正規が分離した組織 となって

お り、両者の連帯を制限している。

（３）新 しい方向の模索

・こうした状況のなかで二つの方向が模索 され

ている。①正社員．非正規の連帯の制度化 と② 新

しい組織モデルの開発である。

・まず、正社員 １非正規の連帯の制度化では、

産業別、地域別組合の活性化及び相互支援、交渉

の制度化 Ｇｏｉｎｔ－ｅｍｐｌｏｙｅｒ）、規約変更及び賃金革

命、人員削減を伴わない経済危機の克服モデルの

開発を挙げることができる。
・次に、新 しい組織モデルの開発では、モデル

開発単位の形成及び経験の共有、社会運動的組合

主義 （ＳｏｃｉａｌｍｏｖｅｍｅｎｔＵｎｉｏｎｉｓｍ）の具体化 とし

て、地域コミュニティとの結合、地域モデルの検

討、組織形態の多様化、容易な部門又は対象の選

別が課題といえる。

・さらに、社会保障システムの転換 としては、

保険料拠出者中心の社会保険や企業福祉か らの脱



皮 という課題 も挙げることができる。
・法及び制度的には、労働 ３権 と社会保障が正

社員では手厚いが、非正規労働者、特殊形態雇用

等のグレーゾー ンでは弱 く、自営業などの就業者

にはまったく保障がないという問題がある。

３．第 ２報告 朴済晟(パクジェソン)（韓国労働研究院 ・研究

委員）「社内請負 と韓国の労働法」

朴済晟(パクジエソン)報告は、韓国で社会的、法的に重大な問

題になっている 「構内請負」について、判例や学

説の動向を分析 し、それを踏まえた明晰な議論を

提示するものであった。日本の状況 と酷似 した法

制度と議論の状況から、きわめて専門的な労働法

の議論であったが、日本の議論にも貴重な示唆を

与える優れた報告であった。以下、報告の要点を

指摘すると次のとお りである。なお、当日の報告

にほぼ沿った内容の論文が、朴済晟 「構内請負 と

韓国労働法一（訳 ：崔碩桓）として 『季刊労働法』

２２４号 １５５－１６４頁 （２００９年 ３月発行）に掲載 され

ることになった。詳しくは、そちらを参照 してい

ただきたい○

・三面的労働関係 は、韓国法で も職業安定法、

派遣法等の厳格な要件の下で認められるが、構内

請負は、外見としては請負の形式を採用 している

ため、これらの法律の対象ではないという 「誤解」

から広 く利用 されている。裁判所の判断構造は、

①注文者と請負人の労働者 との問の黙示の労働契

約関係判断、②①が認定されない場合、派遣法適

用判断と定型化 している○しか し、この二つの法

理は問題点を孕んでいる。

（１）黙示の労働契約論批判
・裁判所は、黙示の労働契約関係成立のために、

請負人が 「業務遂行の独 自性一や、「事業経営上

の独立性一を持たず、注文者の労務代行機関と同
一視することがで きるなど、その存在が形式的、

名目的なものに過 ぎないことを要求するが、黙示

の労働契約論が抱える決定的な限界がここにある

（例 として、 コスコム事件を検討）。
・黙示の労働契約の成立が認定されると、注文

者 （派遣先事業主）は、労働法上使用者としての

韓国の非正規労働者保護法と労働運動 （脇田） １５１

すべての責任 を負う。労働者の立場からは、権利

実現のための もっとも有力な法理論 にな り得 る

が、注文者の立場か らは、 もっとも酷な結果を招

くので、その適用は厳格な要件審査を要求する。

その結果、その適用可能性を最大限に抑制する効

果を生んでいる。実際には例外的な場合を除いて

（いや、む しろそのよう場合までも）、裁判所が黙

示の労働契約論を適用して注文者の使用者性を認

定するケースは稀である。

（２）違法派遣論批判
・黙示の労働契約関係が認定されない場合、原

告は無許可や、許容業務外などの理由で違法派遣

となり、派遣法の規定に基づき２年の経過によっ

て直接雇用した とみなされることを予備的に主張

する。裁判所の立場は、各裁判所、各事件ごとに

まったく違っていた。最近のイェスコ事件大法院

判決は、違法派遣についても派遣法適用があると

判断 し、この点についての議論 に決着をつけた。

・イェスコ事件・大法院２００８年 ９月１８日判決は、

適法派遣 ・違法派遣の区分なく、派遣期間が ２年

を経過 した場合、すべての派遣に対 して直接雇用

みなし規定が適用されるべきであるとした。

・違法派遣へのみなし規定適用否定論は、違法

派遣に対 して派遣法 を適用 しないこととしたた

め、違法を発生 させた派遣先事業主が、逆により

強い法的保護を受けるという不正義 を結論として

提示したのに対して、適用肯定論は、法的正義の

確保 に大いに寄与 した。 しか し、このような意義

にもかかわ らず、適用肯定論は、①派遣期間が ２

年を超 えるまで雇用みなし規定が適用できない、

②派遣法 と職業安定法上の労働者供給禁止規定が

併存 している現実について説得力のある説明がで

きない といった問題点を孕んでいる。

（３）正 しい解釈論 ：従属効果論

・既存 の議論は、労働者派遣 と労働者供給に対

する理解が正確ではなかった。
・労働者派遣は要式行為である。派遣法所定の

「労働者派遣一に該当するためには、法定 された

義務的記載事項を明示した 「労働者派遣契約」を、

派遣元事業主と派遣先事業主が書面によって締結
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しなければならない。この要件 を満た していない

場合 は、派遣法所定の労働者派遣にはなり得ず、

従って派遣法の適用 も不可能になる。職業安定法

が 「労働者供給事業」を定義するに際 して、労働

者供給事業か ら除外 している 「労働者派遣事業」

は、派遣法の規定による労働者派遣事業であるか

ら労働者派遣契約を書面によって締結 していない

場合には、派遣法所定の労働者派遣にはなり得ず、

従って労働者供給事業から除外 され得ない。

・他方、労働者供給は不要式行為である。職業

安定法第 ４条第 ７号は 「供給契約により、労働者

を他人に使用させる事業一を労働者供給事業と定

義 している。ここでいう 「供給契約」は労働者を

他人に使用させる、すなわち労働に対する指揮命

令権 を移転するすべての契約の総称 としての普通

名詞である。

・従来の議論は、労働者派遣契約が、法律で定

めた内容を含めて書面により締結する要式行為で

ある点を見逃 していた。派遣法が労働者派遣契約

を要式行為 として規定 した理由は、「従属効果を

抑制する効果を与えるため」と理解すべ きである。

「従属効果一 とは、「従属 （指揮命令）あれば労働

契約あ り一の法理を意味する。これは、労働契約

が成立 したか否かを判断するとき、実質主義を採

用する判例の確固たる立場である。労働者派遣契

約は 「従属 （指揮命令）あって も労働契約なし」

という記述 を可能とする。これを労働者派遣契約

の 「抑制効果一と名付けておきたい。この 「抑制

効果」は、派遣法によって創設された効果である。

抑制効果を有する労働者派遣契約がなければ、従

属効果が発生 し、労働契約が成立する。従属効果

を抑制するメカニズムは請負 （構内請負 を含めて）

には存在しない。

４．議論の内容と私見

股秀美(ウンスミ)報告については、新 しい方向として提示

された 「社会的労働組合運動」に質疑が集中した。

韓国では非正規雇用の増大のなかで、その組織化

が労働運動全体の課題 となってお り、そのなかで

企業別労使関係を克服 して産別組合への転換が注

目された。 しかし、報告では、産別組合にも限界

２００８ Ｎｏ．３９

があ り、産別組織による非正規雇用の組織化が期

待 とは違っていることが指摘された。

朴済晟(パクジェソン)報告については、法解釈論 として焦眉の

テーマを論 じたものであることから、参加した労

働法研究者 と労働弁護士か ら専門的質問が集中し

た。 とくに、偽装請負 （違法派遣）をめ ぐって、

日本では松下プラズマディスプレイ事件で、労働

者と受入企業 （派遣先） との間に直接雇用関係が

成立することを認めた大阪高裁の ２００８年 ４月２５

日判決が画期的なもの として注 目されている。股

秀美(ウンスミ)報告でも指摘 されたとおり、間接雇用をめぐ

る非正規労働者の闘争を背景に、偽装請負 （構内

請負）に関連した多数の裁判例が出されている韓

国の状況は注 目されるべ きである。 しか し従来、

韓国の裁判例を整理 した論文や業績はきわめて少

なかった。朴済晟(パクジェソン)報告は、構内請負をめ ぐる判例

を詳細に検討して 日本に初めて紹介した ものであ

り、判例法理を踏まえて提示 された説得力ある解

釈論は、日本の議論にも大 きな示唆を与えるもの

である。

研究会開催は急な企画であったが、韓国労働問

題研究の第一人者である横田伸子教授 （山口大学）

のご尽力とご参加 を得 るとともに、労働法専門の

崔碩桓氏 （東京大学大学院）に通訳をお願いする

ことがで きるなど、多 くの幸運が重なった。日本

側からは、伍賀一道氏 （金沢大学）、伊藤大一氏 （大

阪経済大学）、浦野弘氏 （銀行産業労組）の３名

のゲス トに発言をお願いした。とくに、浦野弘氏

か らは、銀行産業での非正規労働の広が りについ

て詳細な資料に基づいた説明があ り、日韓の共通

した状況が明らかにされた。短い時間であったが、

内容の濃い質疑 と討論を行うことができた。学内

外 の約 ２０名の多数の方 々に参加 していただき、

狭い会場のために窮屈ななかで熱気のある研究会

となった。今後、非正規雇用をめ ぐる日韓の研究

交流が広がると思われるが、この研究会が、そう

した交流の きっかけの一つ になれば幸いである。

最後に、報告者をはじめ、ご協力 をいただいた多

くの方々と援助をいただいた龍谷大学社会科学研

究所に改めて感謝の意を表したい。
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